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この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、 

全ての営業所若しくは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供する 

ため、又はインターネット等で公表するために作成したものです。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

    １．商号           第四北越証券 株式会社 

 

    ２．登録年月日（登録番号） ２００７年９月３０日（関東財務局長（金商）第１２８号） 

 

    ３．沿革及び経営の組織 

    (1) 会社の沿革 

年  月 沿        革 

1952 年 8 月 長岡市呉服町に「中証券株式会社」を創立 

1961 年 10 月 直江津支店を新設 

1962 年 5 月 小千谷営業所を新設 

1969 年 11 月 本店新築移転 (長岡市城内町 2-7-5) 

1972 年 3 月 糸魚川営業所を新設 

1977 年 10 月 三条営業所を新設 

1980 年 7 月 新潟証券取引所正会員加入、新潟営業所を新設 

1984 年 11 月 本店新築移転 （長岡市城内町 3-8-26） 

1985 年 1 月 高田営業所を新設 

1986 年 10 月 長岡駅前営業所を新設 

1986 年 12 月 豊栄営業所を新設 

1988 年 7 月 東京営業所を新設 

1988 年 10 月 資本金６億円となる 

1990 年 6 月 柏崎営業所を新設 

1993 年 3 月 豊栄営業所、長岡駅前営業所、本店長岡分室を廃止 

1997 年 11 月 「新潟証券株式会社」に商号変更 

1997 年 12 月 燕支店、新発田支店、六日町支店、新津支店、村上営業所を新設 

1998 年 9 月 東京営業所を廃止 

1998 年 12 月 証券業の登録 ［関東財務局長(証)第 101 号］ 

2000 年 2 月 新潟証券取引所会員脱退 

2000 年 4 月 東京証券取引所正会員加入 

2002 年 11 月 加茂営業所を新設 

2006 年 3 月 資本移動により第四銀行グループとなる 

2007 年 9 月 金融商品取引業の登録 [関東財務局長（金商）第 128 号] 

2007 年 11 月 ジャスダック証券取引所参加者資格取得、西新潟支店を新設 

2009 年 12 月 長岡大手支店を新設 

2013 年 3 月 西新潟支店、加茂営業所を廃止、出来島支店を新設 

2013 年 7 月 大阪証券取引所取引参加者資格契約解除 

2015 年 10 月 「第四証券株式会社」に商号変更、第四銀行完全子会社 

2018 年 10 月 第四北越フィナンシャルグループ設立 

2019 年 10 月 第四北越フィナンシャルグループ完全子会社、「第四北越証券株式会社」に商号変更 

2020 年 10 月 新潟営業部 佐渡事務所新設 

2021 年 12 月 新潟営業部を移転 

 2023 年 7 月 本店を移転（長岡市大手通 2-3-10）、長岡大手支店を本店に統合し廃止 
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監　   査　   部 監 査 課

投 資 広 報 部

営 業 管 理 課
コンプライアンス本部 コンプライアンス部

売 買 審 査 課

シ ス テ ム 課

企 画 課

経 営 企 画 部 人 事 研 修 課

総 務 課
引 受 審 査 室

法 人 部

経 理 課

管
理
本
部

経 理 部

証 券 事 務 課

業 務 課

業務システム部

推 進 課

営 業 企 画 部 マルチチャネ ル室

新 津 支 店

執行役員会
燕 支 店

村 上 支 店

出 来 島 支 店

営 業 統 括 部

リスク管理委員会
高 田 支 店

専務取締役

営
業
本
部

柏 崎 支 店
常務取締役 営

業
店

六 日 町 支 店
取 締 役

新 発 田 支 店

会 長 糸 魚 川 支 店

社 長 コンプライアンス 三 条 支 店

取 締 役 会 監 査 役 直 江 津 支 店 佐 渡 事 務 所

小 千 谷 支 店 新 潟 管 理 課

株 主 総 会 本 店 管 理 課

営 業 1 課

新 潟 営 業 部 営 業 2 課

（組織規程第１４条第２項） ～２０２５年３月３１日現在～

別表　1
営 業 1 課

組　織　図 本 店 営 業 部 営 業 2 課

   (2) 経営の組織  
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４. 株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の 

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社 第四北越フィナンシャルグループ ３,９４９,０００株 100.00％ 

計      １ 名 ３,９４９,０００株 100.00％ 

 

５．役員の氏名又は名称                                       （2025 年 3月 31 日現在） 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役社長 今 村   博 有 常  勤 

専務取締役 中 川 厚 志 無 常  勤 

常務取締役 岡 田 達 雄 無 常  勤 

常務取締役 藤 澤   豊 無 常  勤 

常務取締役 住 田 康 彦 無 常  勤 

取 締 役 柴 田   憲 無 非常勤 

監 査 役 竹 部 芳 人 ― 常  勤 

監 査 役 此 村 隆 義 ― 非常勤 

監 査 役 高 野 雅 之 ― 非常勤 

監査役 高野 雅之 氏は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役であります。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規

則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地

位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

住 田 康 彦 
常務取締役 執行役員 コンプライアンス本部長  

兼 コンプライアンス部長   (内部管理統括責任者)  

田 所 一 弥 
執行役員 管理本部副本部長  

兼 経理部長       (内部管理統括補助責任者) 

青 木    裕 
執行役員 コンプライアンス本部副本部長  

兼 監査部長       (内部管理統括補助責任者) 
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(2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投資運

用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）

を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11 号ロに規定

する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務に関し当該投

資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に該当するものに限る。）

に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

な  し  

 

７．業務の種別 

金融商品取引業 

1. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

2. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介取次ぎ又は

代理 

3. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国金融

商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又

は代理 

4. 有価証券の引受け 

5. 有価証券の募集又は私募 

6. 有価証券の売出し 

7. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

8. 有価証券取引等又はデリバティブ取引に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受け

ること 

9. 社債等の振替に関する法律に規定する社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社

債等の振替を行うこと 

10. 前各号の業務のほか、金融商品取引法その他の法律により金融商品取引業者が営むことが

できる業務 

11. その他前各号に付随又は関連する一切の業務 
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８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は

事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地   

    （2025 年 3 月 31 日現在） 

名   称 所  在  地 

本店 長岡市大手通二丁目 3 番地 10 米百俵プレイス西館 6 階 

村上支店 村上市田端町 9 番 33 号 

新発田支店 新発田市住吉町三丁目 4 番 28 号 

新潟営業部 新潟市中央区上大川前通八番町 1300 番地  

だいしほくえつ新堀ビル 1 階 

新潟営業部 佐渡事務所 佐渡市両津夷 49 番地 

出来島支店 新潟市中央区出来島二丁目 1 番 24 号 

新津支店 新潟市秋葉区新津本町三丁目 18 番 2 号 

燕支店 燕市仲町 3 番 3 号 

三条支店 三条市神明町 1 番 1 号 

小千谷支店 小千谷市城内二丁目 1 番 2 号 

六日町支店 南魚沼市六日町 103 番地 2 

柏崎支店 柏崎市駅前二丁目 3 番 4 号 

直江津支店 上越市五智新町 1 番 28 号 

高田支店 上越市西城町三丁目 7 番 8 号 

糸魚川支店 糸魚川市大町 2 丁目 5 番 2 号 メゾン・グランブル 1 階 

 

９．他に行っている事業の種類 

    該当ありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

    金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特定非営

利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ」との間で特定第一種金融商品

取引業務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争解決機関による苦情及び紛争

解決のあっせん」による措置を講じています。   

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   「日本証券業協会」 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   「株式会社 東京証券取引所」 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   「日本投資者保護基金」 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

 ①金融情勢 

2024 年度における我が国の経済状況は、物価上昇等の影響はあったものの賃金・雇用環境

の改善もあり緩やかな景気回復が続き、8 月の月例経済報告では国内の景気判断を 1 年 3 ヶ

月ぶり引き上げました。 

上半期の金融市場の動向は、政府の重要施策である「資産所得倍増プラン」における新Ｎ

ＩＳＡへの資金流入、値上げや円安進行による堅調な企業業績を好感し、日経平均株価は一

時 42,000 円台まで上昇しました。また、為替市場では、7月には一時 160 円台まで円安ドル

高が進行しました。日本銀行は、これらの経済・市場環境を受け、7 月に政策金利を 0.25%引

き上げました。 

8 月に入ると、これまで好調であった米国ハイテク企業の業績に対する不透明感や日本銀

行の利上げ後の急速な円高進行等から世界同時株安となり、日経平均株価は 1 日の下落幅が

1987 年のブラックマンデーを超えるなど不安定な状況となりました。 

下半期は、米国の大統領選挙、国内では石破新政権のもと衆議院選挙など政治情勢を見極

めたいとの思惑や 8 月の株価急落から投資家が慎重な投資姿勢となったこともあり、日経平

均株価は、概ね 38,000 円～40,000 円の狭いレンジで推移しました。 

2025 年に入り、トランプ新大統領による関税引き上げ政策の影響に伴う景気の不透明感が

高まったことを受け、日経平均株価は下落し、2025 年 3月末にかけて下げ幅を拡大しました。 

日本銀行は、物価情勢や賃金・雇用環境の改善が続くとの見通しのもと、1 月にも 0.25％

追加利上げを実施し、政策金利は 2008 年 10 月以来となる約 17 年ぶりの水準となりました。

更なる利上げの思惑から日本国債 10 年金利は 2025 年 3 月末にかけて一段と上昇し、一時

1.58%まで上昇しました。一方、米国では、2024 年 9 月に最初の利下げを実施し、その後 3会

合連続での利下げにより合計で 1%政策金利を引き下げました。 

2025 年 3 月末の日経平均株価は前年度末比 4,751 円下落し 35,617 円、10 年国債金利は

1.485%、ドル/円は 1ドル＝149.90 円となりました。 

 

②事業の経過および成果 

2024 年度からスタートした「第四北越証券 第三次中期経営計画」のもと経営理念の実現

と中期経営計画の目標達成に向け取り組みました。 

県内最大の金融・情報サービスグループとして、第四北越フィナンシャルグループ各社と

連携しながら、良質な金融商品・サービスの提供とコンサルティングにより、お客さまの安

定的な資産運用と資産形成に資する資産管理型証券ビジネスを実践してきました。 

政府の重要施策である「資産所得倍増プラン」の一つである新しいＮＩＳＡが 2024 年 1 月

より開始となり証券投資の裾野が拡大するなかで、「成長と資産所得の好循環」が地方経済に

おいても実現されるよう、地域のお客さまに対して「貯蓄から投資」への提案、新ＮＩＳＡの

推進や金融リテラシー向上に向けた支援を取り組んできました。 

また、ＳＤＧｓや地域貢献の一環として、2019 年より販売を開始した投資信託「にいがた

未来応援日本株ファンド」、2023 年より販売を開始した投資信託「にいがた未来応援グローバ

ル株式ファンド」は、数多くのお客さまから賛同を頂き、残高(時価)は 2 銘柄合計で 407 億
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円(2025 年 3 月末時点)となりました。同投資信託は新潟県上場企業を組み入れることによる

地域成長資金の提供ならびに信託報酬の一部を新潟県および新潟県関連の福祉団体への寄附

（2024 年度は投資信託委託会社と合わせた寄附額は 5,127 万円）により、サステナブルな地

域貢献を果たしてきました。 

その結果、預り資産残高や投資信託残高の増加により、信託報酬の増加が営業収益に寄与

するとともに、ＮＩＳＡ預り残高も増加しました。 

 

【第三次中期経営計画における主なＫＰＩ実績】 

 2024 年 3 月末 2025 年 3 月末 増減 

預り資産残高 注 4,853 億円 4,913 億円 +60 億円 

投資信託残高 注 1,770 億円 1,927 億円 +157 億円 

信託報酬 629 百万円 946 百万円 +317 百万円 

NISA 預り残高 179 億円 232 億円 +53 億円 

 注）預り金、MRF を除く 

  
第 74 期の損益の状況につきましては、次の通りとなりました。 

 

〔営業収益・受入手数料〕 

受入手数料合計は、前期比 5.2%減少の 4,422 百万円となりました。 

・株式の委託売買金額は前期比 18.3%減少の 269,491 百万円、株式部門の受入手数料は同 17.2%

減少の 1,940 百万円となりました。 

・投資信託部門の受入手数料は同 6.9%増加の 2,480 百万円となりました。 

 

〔営業収益・トレーディング損益〕 

トレーディング損益は、前期比 16.1%増加の 413 百万円となりました。 
 

〔損益の状況〕 

受入手数料、トレーディング損益および金融収益を合計した純営業収益では前期比 3.5%減少の

4,856 百万円となりました。また、費用面におきましては、同 0.4%減少の 3,161 百万円となり

ました。 

その結果、当事業年度の営業利益は 1,694 百万円、経常利益は 1,929 百万円となりました。特

別損益を 16 百万円計上し、当期純利益は前期比 19.7%増加の 1,386 百万円となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移                                 （単位：百万円） 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

資本金 ６００ ６００ ６００ 

発行済株式総数 ３，９４９千株 ３，９４９千株 ３，９４９千株 

営業収益 ４，０１７ ５，０３７ ４，８５７ 

（受入手数料） ２，４３３ ４，６６５ ４，４２２ 

 （（委託手数料）） １，３９３ ２，４５６ ２，０３８ 

 （（引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手

数料）） 

０ １ ０ 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取

扱い手数料）） 

７０４ １，５７４ １，４３３ 

 （（その他の受入手数料）） ３３４ ６３３ ９５０ 

（トレーディング損益） １，５７０ ３５６ ４１３ 

 （（株券等）） ７２ ３２８ ４００ 

 （（債券等）） １，５００ ７４ ６７ 

 （（その他）） △１ △４７ △５４ 

純営業収益 ４，０１５ ５，０３３ ４，８５６ 

経常損益 １，３０９ ２，０３９ １，９２９ 

当期純損益 ６７０ １，１５７ １，３８６ 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

自   己 ８，１２２ ２７，０２０ ３２，９１８ 

委   託 １８３，１１６ ３３０，２５３ ２６９，４９１ 

計 １９１，２３８ ３５７，２７４ ３０２，４０９ 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）                  

（単位：千株、百万円） 

区分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の 

取扱高 

２

０

２

３ 

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 1 ― ― ― 

国債証券 ―   211  ― ― 

地方債証券 ―   120  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 ― ― ― ― ― ― ― 

受益証券    137,499 ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

２

０

２

４

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 2 ― ― ― 

国債証券 ―   209  ― ― 

地方債証券 ―   180  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 125 ― ― ― ― ― ― 

受益証券     214,931 ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

２

０

２

５

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 9 ― ― ― 

国債証券 ―   646  ― ― 

地方債証券 ―   175  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 100 ― ― ― ― ― ― 

受益証券    179,796 ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

 

(3) その他業務の状況 

     該当ありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況                                    （単位：％、百万円）                     

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
６２９．２ ５３９．５ ６４１．８ 

固定化されていない     

自己資本（Ａ） 
１３，１８９ １８，０２２ １７，７１７ 

リスク相当額 （Ｂ） ２，０９６ ３，３４０ ２，７６０ 

 市場リスク相当額 １，２８６ ２，４５４ １，８７９ 

 取引先リスク相当額 ９６ １２１ ７９ 

 基礎的リスク相当額 ７１３ ７６４ ８０１ 

 控除前リスク相当額 ２，０９６ ３，３４０ ２，７６０ 

 暗号資産等による控除額 ― ― ― 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数                                         （単位：名） 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

使用人 ２４８  ２４０  ２４１  

（うち外務員） （２３６） （２２６） （２２９） 

 

(6) 役員の業績連動報酬の状況 

     該当ありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1)貸借対照表                             （単位：百万円） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目        期別 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

資産の部 金 額 金 額 

流   動    資    産 23,090 20,299 

現 金 ・ 預 金 8,657 11,194 

預 託 金 12,100 7,600 

顧 客 分 別 金 信 託 12,100 7,600 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 54 46 

商 品 有 価 証 券 等 54 46 

約 定 見 返 勘 定 945 444 

信 用 取 引 資 産 929 760 

信 用 取 引 貸 付 金 908 753 

信用取引借証券担保金 21 6 

立 替 金 0 0 

短 期 差 入 保 証 金 186 4 

前 払 金 5 1 

前 払 費 用 0 0 

未 収 入 金 18 22 

未 収 収 益 191 224 

固     定     資      産 12,591 10,202 

有 形 固 定 資 産 799 800 

建 物 78 94 

器 具 ・ 備 品 18 16 

土 地 369 355 

そ の 他 332 332 

無 形 固 定 資 産 11 15 

電 話 加 入 権 11 11 

ソ フ ト ウ ェ ア 0 4 

投 資 そ の 他 の 資 産 11,780 9,386 

投 資 有 価 証 券 11,769 9,376 

社 内 長 期 貸 付 金 1 0 

長 期 差 入 保 証 金 23 23 

長 期 前 払 費 用 1 0 

そ の 他 0 0 

貸 倒 引 当 金 △15 △15 

資 産 合 計 35,682 30,502 
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（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目         期別 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

負債の部 金 額 金 額 

流     動     負     債 12,615 8,402 

信 用 取 引 負 債 62 44 

信 用 取 引 借 入 金 40 37 

信用取引貸証券受入金 22 7 

預 り 金 11,200 7,649 

受 入 保 証 金 308 189 

未 払 金 217 40 

未 払 費 用 94 77 

未 払 法 人 税 等 489 200 

賞 与 引 当 金 218 182 

役 員 賞 与 引 当 金 23 17 

固     定     負     債 3,196 2,551 

   繰 延 税 金 負 債 2,650 2,008 

退 職 給 付 引 当 金 303 303 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 10 13 

固定資産解体費用引当金 136 136 

長 期 未 払 金 96 88 

特  別  法  上  の  準  備  金 24 28 

金融商品取引責任準備金 24 28 

負 債 合 計 15,836 10,982 

純資産の部 金 額 金 額 

株 主 資 本 13,580 14,966 

資 本 金 600 600 

資 本 剰 余 金 4 4 

資 本 準 備 金 4 4 

利 益 剰 余 金 12,976 14,362 

利 益 準 備 金 146 146 

その他利益剰余金 12,830 14,216 

別 途 積 立 金 5,140 5,140 

繰越利益剰余金 7,690 9,076 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,265 4,553 

その他有価証券評価差額金 6,265 4,553 

純 資 産 合 計 19,845 19,520 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 35,682 30,502 
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 (2)損益計算書                             （単位：百万円） 

 科目         期別 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

営 業 収 益 5,037 4,857 

受 入 手 数 料 4,665 4,422 

トレ ーディ ン グ損益 356 413 

金 融 収 益 15 21 

金 融 費 用 3 0 

純 営 業 収 益 5,033 4,856 

営 業 費 用 3,175 3,161 

販売 費・一般 管理費 3,175 3,161 

営 業 利 益 1,858 1,694 

営 業 外 収 益 181 234 

投資有価証券受取配当金 173 229 

雑 益 8 5 

営 業 外 費 用 1 0 

雑 損 1 0 

経 常 利 益 2,039 1,929 

特 別 利 益 - 29 

固 定 資 産 売 却 益 - 2 

投資 有価証券 売却益 - 27 

特 別 損 失 263 12 

投資 有価証券 売却損 - 8 

金融商品取引責任準備金繰入 7 4 

そ の 他 0 0 

減 損 損 失 119 - 

固定資産解体費用引当金繰入 136 - 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,775 1,945 

法人税、住民税及び事業税 655 537 

法 人 税 等 調 整 額 △37 22 

当 期 純 利 益 1,157 1,386 
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(3) 株主資本等変動計算書 

〔前期〕                           自 2023 年 4 月  1 日 

至 2024 年 3 月 31 日 

                                                                                    （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本   

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 ６００ ４ ４ １４６ ５，１４０ ６，５３３ １１，８１９ １２，４２３ 

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益      １，１５７ １，１５７ １，１５７ 

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額） 
        

当期変動額合計 ― ― ― ― ― １，１５７ １，１５７ １，１５７ 

当期末残高 ６００ ４ ４ １４６ ５，１４０ ７，６９０ １２，９７６ １３，５８０ 

    

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算   

差 額 等 合 計 

当期首残高 ２，８２２ ２，８２２ １５，２４５ 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益   １，１５７ 

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額） 
３，４４２ ３，４４２ ３，４４２ 

当期変動額合計 ３，４４２ ３，４４２ ４，５９９ 

当期末残高 ６，２６５ ６，２６５ １９，８４５ 
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〔当期〕                           自 2024 年 4 月  1 日 

至 2025 年 3 月 31 日 

                                                                                    （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本   

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 ６００ ４ ４ １４６ ５，１４０ ７，６９０ １２，９７６ １３，５８０ 

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益      １，３８６ １，３８６ １，３８６ 

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額） 
        

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 1，３８６ １，３８６ １，３８６ 

当期末残高 ６００ ４ ４ １４６ ５，１４０ ９，０７６ １４，３６２ １４，９６６ 

    

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算   

差 額 等 合 計 

当期首残高 ６，２６５ ６，２６５ １９，８４５ 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益   １，３８６ 

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額） 
△１，７１１ △１，７１１ △１，７１１ 

当期変動額合計 △１，７１１ △１，７１１ △３２５ 

当期末残高 ４，５５３ ４，５５３ １９，５２０ 
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(4) 個別注記表  

  

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（2006 年法務省

令第 13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」(2007 年内閣府令第 52 号)及び「有

価証券関連業経理の統一に関する規則」（1974 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠

して作成しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。 

［重要な会計方針に関する事項に関する注記］  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１．所有有価証券の評価方法 １．所有有価証券の評価方法 

(1）トレーディング商品 時価法 (1）トレーディング商品 時価法 

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの    時価法 同左 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 売却原価は

移動平均法により算出) 

 

市場価格のない株式等   移動平均法による原価法  

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法を採用しております。 

同左 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 (2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間(5 年)に基づく定額法を採用しております。 

    同左 

(3）リース資産 (3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用

しております。 

     同左 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 ３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      同左 

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当社所定の計算方

法で算出した支給見込額（社会保険料を含む）を計上してお

ります。 

      同左 

(3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額（社会保

険料を含む）を計上しております。 

      同左 

(4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職 同左 

給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）を計上し  

ております。        
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(5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

      同左 

(6) 固定資産解体費用引当金 

建物等の解体に伴う支出に備えるため、将来発生するとも見込ま

れる額を計上しております。 

(7) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金融商品取引

法第 46 条の 5 の規定に基づく方法により、金融商品取引責任

準備金を計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020

年 3 月 31 日)及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日)を適

用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。当社の顧客との契約から生じる収益に

関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は、

「注記事項(収益認識に関する注記)」に記載のとおりであります。 

(6) 固定資産解体費用引当金 

同左 

 

(7) 金融商品取引責任準備金 

      同左 

 

 

４．収益及び費用の計上基準 

     同左 

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 ５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

［会計方針の変更に関する注記］  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

［収益認識に関する注記］  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１．収益を理解するための基礎となる情報 

「受入手数料」には、様々なサービスに係る受入手数料が含まれ

ておりますが、主な受入手数料は「委託手数料」「募集・売出し・

特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」「代理事務手

数料」であり、以下の通り収益を認識しております。 

なお、重大な金融要素が含まれる契約は含まれておりません。

「委託手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に

基づいて、売買執行サービス等を履行する義務を負っておりま

す。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充足されること

から、約定時点（一時点）で収益を認識しております。通常の

支払期限について、履行義務の充足時点である約定日から概

ね数営業日以内に支払を受けております。なお、損益計算書計

上額は 2,456,380 千円であります。 

１．収益を理解するための基礎となる情報 

「受入手数料」には、様々なサービスに係る受入手数料が含まれ

ておりますが、主な受入手数料は「委託手数料」「募集・売出し・

特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」「代理事務手

数料」であり、以下の通り収益を認識しております。 

なお、重大な金融要素が含まれる契約は含まれておりません。

「委託手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に

基づいて、売買執行サービス等を履行する義務を負っておりま

す。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充足されること

から、約定時点（一時点）で収益を認識しております。通常の

支払期限について、履行義務の充足時点である約定日から概

ね数営業日以内に支払を受けております。なお、損益計算書計

上額は 2,038,354 千円であります。 
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「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」

においては、有価証券の引受会社等との契約に基づき、募集・

売出しに係るサービス等を履行する義務を負っております。当履

行義務は、募集等の申し込みが完了した時点で充足されること

から、募集等申込日等の当該業務の完了時（一時点）に収

益を認識しております。通常の支払期限について、履行義務の

充足時点である募集等申込日から払込日又は受渡日等までに

支 払 を 受 け て お り ま す 。 な お 、 損 益 計 算 書 計 上 額 は

1,574,283 千円であります。 

「代理事務手数料」においては、主に投信委託会社等との契約

に基づき、募集・販売の取扱い等に関する代理事務を履行する

義務を負っております。取引価格は投資信託の純資産等を参照

して算定されます。当履行義務は、当社が日々サービスを提供

すると同時に顧客により便益が費消されるため、一定期間にわた

り収益を認識しております。通常の支払期限について、多くの場

合、投資信託等の決算日後から数営業日以内に支払を受けて

おります。なお、損益計算書計上額は 633,563 千円であります。 

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」

においては、有価証券の引受会社等との契約に基づき、募集・

売出しに係るサービス等を履行する義務を負っております。当履

行義務は、募集等の申し込みが完了した時点で充足されること

から、募集等申込日等の当該業務の完了時（一時点）に収

益を認識しております。通常の支払期限について、履行義務の

充足時点である募集等申込日から払込日又は受渡日等までに

支 払 を 受 け て お り ま す 。 な お 、 損 益 計 算 書 計 上 額 は

1,433,920 千円であります。 

「代理事務手数料」においては、主に投信委託会社等との契約

に基づき、募集・販売の取扱い等に関する代理事務を履行する

義務を負っております。取引価格は投資信託の純資産等を参照

して算定されます。当履行義務は、当社が日々サービスを提供

すると同時に顧客により便益が費消されるため、一定期間にわた

り収益を認識しております。通常の支払期限について、多くの場

合、投資信託等の決算日後から数営業日以内に支払を受けて

おります。なお、損益計算書計上額は 950,189 千円であります。 

  

［貸借対照表に関する注記］  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 １．担保に供している資産及び担保に係る債務 

信用取引借入金の担保に供している資産 信用取引借入金の担保に供している資産 

投資有価証券                      329,393 千円 
差入保証金                           2,000 千円 

投資有価証券                      184,970 千円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

信用取引借入金                        40,699 千円 
信用取引借入金                         37,381 千円 

清算取次の担保に供している投資有価証券 1,069,250 千円 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額（上記１.を除く） ２．担保として差し入れた有価証券の時価額（上記１.を除く） 

信用取引貸証券                        24,744 千円 

信用取引借入金の本担保証券              41,377 千円 

信用取引貸証券                          6,349 千円 

信用取引借入金の本担保証券               32,077 千円 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 ３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券           790,119 千円 

信用取引借証券                        21,646 千円 

受入保証金代用有価証券             2,549,235 千円 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

信用取引貸付金の本担保証券            657,206 千円 

信用取引借証券                          6,248 千円 

受入保証金代用有価証券              2,270,026 千円 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

４．有形固定資産の減価償却累計額 ４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額                       853,241 千円 減価償却累計額                       854,582 千円 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 ５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

該当なし 該当なし 
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〔損益計算書に関する注記〕  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１．関係会社との取引高 １．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 営業取引による取引高 

営業収益                     ― 千円 営業収益                     ― 千円 

営業費用                     ― 千円 営業費用                     ― 千円 

営業取引以外の取引による取引高      ― 千円 営業取引以外の取引による取引高      ― 千円 

2．当事業年度において、以下の資産グループについて減損損

失および固定資産解体費用引当金繰入額を計上しております。  
 

区分                  所有  

主な用途                遊休資産  

種類                  土地建物        

減損損失                 119,571 千円  

固定資産解体費用引当金繰入  136,500 千円 

 
 

これらは、売却方針の決定等により、帳簿価額を回収可能価

額若しくは備忘価格まで減額し当該減少額を減損損失額

(119,571 千円)として特別損失に計上しております。また、旧

本社の建物等の解体に伴う支出に備えるため、固定資産解体

費用引当金繰入額(136,500千円)を特別損失に計上してお

ります。 

当社の資産のグルーピングの方針は、次のとおりであります。営

業用店舗等については、管理会計上の最小区分である営業店

単位でグルーピングを行っております。また、処分予定資産につき

ましては、各資産単位でグルーピングを行っております。会社全

体に関連する資産である美術品等につきましては、共用資産と

しております。なお、当事業年度において減損損失の測定に使

用した回収可能価額は正味売却価額であり、主として不動産

鑑定評価基準に基づき算出しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕  
 

〔前 期〕  （自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式       3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式                  0 株 

３．剰余金の配当に関する事項  

（1）配当金支払額  

 決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 該当なし     

（2）基準日が当事業年度に属し、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 決 議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 該当なし     

〔当 期〕  （自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式       3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式                  0 株 

３．剰余金の配当に関する事項  

（1）配当金支払額  

 決 議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 該当なし     

（2）基準日が当事業年度に属し、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 決 議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 該当なし     

  

〔税効果会計に関する注記〕   
前 期 

自 2023 年 4 月 １日 
至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 
自 2024 年 4 月 １日 
至 2025 年 3 月 31 日 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   繰延税金資産   
減損損失 139,439 千円 減損損失 133,338 千円 
退職給付引当金 92,591 千円 退職給付引当金 92,605 千円 
賞与引当金 66,620 千円 賞与引当金 55,668 千円 

固定資産解体費用引当金 41,632 千円 固定資産解体費用引当金 41,632 千円 
⾧期未払金 29,475 千円 ⾧期未払金 27,099 千円 
有価証券評価減 12,744 千円 有価証券評価減 12,744 千円 

減価償却超過額 7,499 千円 減価償却超過額 6,455 千円 
その他有価証券評価差額金 8,110  千円 その他有価証券評価差額金 9,175  千円 
その他 47,418 千円 その他 42,241 千円 

繰延税金資産小計 445,530 千円 繰延税金資産小計 420,962 千円 

将来減算一時差異等の合計 △352,730 千円 将来減算一時差異等の合計 △350,533 千円 
に係る評価性引当額   に係る評価性引当額   

評価性引当額 △352,730 千円 評価性引当額 △350,533 千円 

繰延税金資産合計 92,800 千円 繰延税金資産合計 70,428 千円 
繰延税金負債   繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 2,742,890 千円 その他有価証券評価差額金 2,078,857 千円 

繰延税金負債合計 2,742,890 千円 繰延税金負債合計 2,078,857 千円 
繰延税金負債の純額 2,650,090 千円 繰延税金負債の純額 2,008,428 千円 
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2.法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（2025 年法律第 13 

号）」が 2025 年 3 月 31 日に成立したことに伴い、2026 年

4 月 1 日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課

税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の 30.5％から、2026 年 4 月 1 

日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては31.4％となります。この税率変更により、当事業年度の繰

延税金負債は 59 百万円増加し、その他有価証券評価差額金

は 59 百万円減少しております。 

 

〔金融商品に関する注記〕  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しておりま

す。信用取引資産及び信用取引負債に係る顧客の信用リスク

は、顧客管理に関する規程等に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っています。借入金の使途は主として

短期運転資金であります。 

１．金融商品の状況に関する事項 

同左 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお市場価格のな

い株式等(貸借対照表計上額 1,019,810 千円)は、「その他

有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略して

おり、預金、預託金、信用取引資産、短期差入保証金、預り

金及び受入保証金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。 

(単位:千円) 

科目 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

投資有価証券 

その他有価証券 
 10,749,828  10,749,828 ― 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお市場価格のな

い株式等(貸借対照表計上額 1,002,972 千円)は、「その他

有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略して

おり、預金、預託金、信用取引資産、短期差入保証金、預り

金及び受入保証金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。 

(単位:千円) 

科目 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

投資有価証券 

その他有価証券 
 8,373,815 8,373,815 ― 

 

  

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

〔前期〕 

記載すべき事項はありません。 

〔当期〕 

記載すべき事項はありません。 
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〔１株当たり情報に関する注記〕  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

１株当たり純資産額 5,025 円 53 銭 １株当たり純資産額 4,943 円 02 銭 

１株当たり当期純利益 293 円 14 銭 １株当たり当期純利益 351 円 00 銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕  

前 期 

自 2023 年 4 月 １日 

至 2024 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2024 年 4 月 １日 

至 2025 年 3 月 31 日 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 

  

２．借入金の主要な借入先及び借入金額    

前 期  当 期 

2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

借入先の氏名又は名称 日本証券金融株式会社 借入先の氏名又は名称 日本証券金融株式会社 

借入金額 40 百万円 借入金額 37 百万円 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得 

価額、時価及び評価損益                         （単位：百万円） 

 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価格 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券       

 (2) 債券       

 (3) その他       

２．固定資産 2,761 11,769 9,007 2,744 9,376 6,631 

 (1) 株券 2,761 11,769 9,007 2,744 9,376 6,631 

 (2) 債券       

 (3) その他       

合   計 2,761 11,769 9,007 2,744 9,376 6,631 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約 

価額、時価及び評価損益 

(1) 先物取引・オプション取引の状況          ① 株券・・・該当ありません。   ② 債券・・・該当ありません。 

(2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況      該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、監査法人「有限責任 あずさ監査法人」による監査を受けています。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

(1) お客様からの相談及び苦情に対する具体的な取扱い 

お客様から寄せられたご相談及び苦情のお申出については、関係部署が連携してその事実と責任

を明確にし、お客様の立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切にその解決を図るものとしてお

ります。お客様からのご意見を真摯に受け止め、情報の共有化を図り、業務運営の改善を図って 

おります。 

 

（2）内部監査体制 

内部監査は、重要度の高いリスクに係る内部管理態勢の有効性と適切性を通じて業務運営に資す

る指摘・助言を行い、業務執行から独立した取締役会直下の監査部が実施しております。また第

3 の防衛線として第 1 線及び第 2 線が有効に機能しているか検証・評価し、監査結果については

社長はじめ取締役および執行役員会、ならびにコンプライアンス・リスク管理委員会に報告して

おります。 

 

(3) コンプライアンス（内部管理）体制 

日本証券業協会（自主規制機関）の規則に則り、会社全体に責任を有する内部管理統括責任者(取

締役）ならびに同補助責任者を配置、また、各営業単位（支店等）に責任を有する営業責任者およ

び内部管理責任者を配置し、責任体制を推進しております。 

 

(4) コンプライアンスを推進する組織 

① コンプライアンス・リスク管理委員会は、コンプライアンス上の諸問題に対し審議する機関で

あり、取締役会等の機能強化の一環として存続する社内組織です。 

② コンプライアンス本部は、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理するとともに、営業

活動および取引状況を監視し、証券事故および紛争等の対応窓口となります。 

③ 営業責任者および内部管理責任者は、営業活動が金融商品取引法その他の法令諸規則等に準

拠し、適正に遂行されているかを指導および監督する役割を担っています。 

④ 内部管理責任者研修兼会議では、コンプライアンス（内部管理）の業務に関する連絡、周知お

よび徹底を目的とし研修も含め、営業現場のコンプライアンスに関する問題点等の改善に向

けた協議等が行われます。 
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≪コンプラアンス推進体制≫ 

     

 

≪各部署別業務分掌≫ 

部 署 名 職 務 分 掌 

コンプライアンス部 営業管理課 1. 営業活動に関する事項 

  2. 顧客管理に関する事項 

  3. 営業事務管理に関する事項 

  4. コンプライアンスに関する事項 

  5. 顧客からの苦情に関する事項 

  6. 不適切行為・証券事故等に関する事項 

 売買審査課 1. 営業活動状況に関する事項 

  2. 有価証券の売買管理に関する事項 

  3. 内部者取引の管理に関する事項 

  4. 役職員等取引口座開設に関する事項 

  5. 主務官庁等からの照合による調査資料の提出に関する事項 

  6. 利益相反の管理に関する事項 

  7. 顧客残高照合等に関する事項 

監   査   部 監  査  課 1. 社内監査に関する事項 

  2. 分別保管に関する事項 

  3. 主務官庁等の検査立会いに関する事項 

 

 

 

 

コンプライアンス
リスク管理委員会

コンプライアンス本部

監 査 部

コンプライアンス部

営 業 責 任 者

取 締 役 会

内部管理統括責任者

常 務 取 締 役

専 務 取 締 役

社      ⾧

内 部 管 理 統 括
補 助 責 任 者

内部管理責任者
研  修  会  議

内部管理責任者

会       ⾧
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２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況  

① 顧客分別金信託の状況 

項   目 2024 年 3 月 31 日現在の金額 2025 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額       11,956 百万円        7,457 百万円 

期末日現在の顧客分別金信託額       12,100 百万円        7,600 百万円 

期末日現在の顧客分別金必要額       10,515 百万円        7,050 百万円 

(※)「直近差替計算基準日の顧客分別金必要額」の欄には、当期末現在における顧客分別金信託額の算出の基準となる差替計算

基準日における顧客分別金必要額を記載 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 143,696 千株 856 千株 161,320 千株 1,092 千株 

債券 額面金額 6,136 百万円 28,150 百万円 7,370 百万円 28,074 百万円 

受益証券 口数 178,305 百万口 2,905 百万口 185,569 百万口 2,125 百万口 

その他 口数 － － 300 口 － 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

数 量 数 量 

株券 株数 2,115 千株 1,851 千株 

債券 額面金額 ― 百万円 ― 百万円 

受益証券 口数 50 百万口 76 百万口 

その他 額面金額 ― ― 

ハ 管理の状況 

種  類 会 社 の 保 管 形 態 

お 客 様 か ら の 預 り 金 

信 用 取 引 保 証 金 

先 物 取 引 証 拠 金 

募 集 等 受 入 金 

そ   の   他   預  り   金 

金銭については、「分別管理に関する規程」に基づき計算した金額を、三井住友 

信託銀行に預託しております。 

国 内 株 式 

上 場 投 信 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う振替

株式等は、株式会社だいこう証券ビジネス（以下「だいこう証券ビジネス」という。）

において、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証

券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態で

管理しております。 

上記以外の株式については、当社金庫において、会社の有価証券と顧客有価証

券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が当社の帳

簿等により直ちに判別できる状態で保管しております。 
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国 内 債 券 

国 内 投 信 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う国債

は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確

に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を

直ちに判別できる状態で管理しております。 

また、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う

社債、株式等は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有価証券と顧客有価証券

の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各

顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理しております。 

 

 

 

海 外 株 式 

海 外 債 券 

海 外 投 信 

 

取次母店又は海外カストディアンにおいて、自己の有価証券と顧客有価証券とを区

別させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別で

きる状態で保管しています。ただし、自己の有価証券と顧客有価証券にかかる持分

が判別できる状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿により自己の

有価証券と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券にかかる各顧客の持分が直

ちに判別できるように管理しております。 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当ありません。 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）

に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係る

ものを除く。）の状況 

該当ありません。 

 

＜参考時価情報＞ 

株券の参考時価情報 

イ．保護預り等有価証券 
 

2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

262,327 百万円  10,820 百万円  251,470 百万円  11,220 百万円  

ロ．受入保証金代用有価証券   

       2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

      金    額  2,650 百万円     金    額  2,210 百万円 

    

 

 

 

  



27 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

     該当ありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。 

 
  

   以  上 

 


